
備 考

　２３条第１項」とすること。

1 －

（12） （6） （7） （0） （25） （1） （－）

28

（12） （6） （7） （0） （25）

計
13 8 7 0 28

（1）

（0）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0）

（0） （0）

27 大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
10人

（11） （6） （7） （0） （24）

1 0 0 0

7 0 28

（12） （6） （7） （0） （25）

1

（1） （0）

　28   人 　1   人 　47   人

（12） （6） （7） （0） （25） （1） （46）新

設

分

教育学部教育学科
　13   人 　8   人 　7   人 　0   人

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
13 8

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

12 8 7 0

（0） （0）

計（ａ～ｄ）
13 8 7 0

計

　－　科目 　－　科目 　－　科目 　－　科目

同一設置者内における
変 更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

　　　　－　　　　　単位

学部等の名称
基幹教員

助手
基幹教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

教育学部 年 人 年次
人

人

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習

4 20
（0）

－ 80
（0）

計
200

（150）
800

（600）

実験・実習

学校法人　群馬育英学園

大 学 の 目 的

育英大学は、教育基本法及び学校教育法に基づき、学術の中心として、広く知識を授け、深く専門
の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を育成するとともに、「公正、純真、奉仕、友
愛」の建学の精神に則り、豊かな人間性と深い専門性をもつ人材を養成し、教育研究を通して社会
に貢献することを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

教育学部教育学科では、社会の要請に応えて本学の教育改革をさらに推し進め、地域社会において
活躍する人材をより多く養成することを目指している。
人材の養成に対する社会的ニーズ、受験生の進学ニーズおよび大学を取り巻く環境の変化等を勘案
し、これらの社会的課題・要請に応え、また、近年における学科の志願状況及び入学者数を鑑み、
スポーツ教育専攻の収容定員を増員および英語教育専攻を新設するための学則変更を行う。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

英語教育専攻

学位 学位の分野
開設時期及
び開設年次

所在地

教育学科

児童教育専攻

スポーツ教育専攻

4

－

200

520
（400）

学士(教育学)

学士(教育学)

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ イクエイダイガク

大 学 の 名 称 育英大学

大 学 本 部 の 位 置 群馬県高崎市京目町１６５６－１

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ガッコウホウジン　グンマイクエイガクエン

設 置 者

群馬県高崎市京
目町1656-1

同上

同上

育英短期大学

　保育学科［定員減］（△40）　令和8年4月変更

学士(教育学)

 教育学・保育
 学関係

 教育学・保育
 学関係

 教育学・保育
 学関係

年　月
第　年次

平成30年4月
第1年次

令和8年4月
第1年次

令和8年4月
第1年次

4

50

130
（100）

－

－基本計画書ー1－



大学全体

スポーツ施設等
スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

大学全体
2,825.97㎡ 0㎡ 76.24㎡

0

（63,362〔4,195〕） （97〔0〕） （4,866〔4,637〕） （4,631〔4,630〕） （2,428） （0）
計

65,801〔4,255〕　 97〔0〕　 4,866〔4,637〕　 4,631〔4,630〕　 2,428

図
書
・
設
備

新設学部等の名称

大学全体

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 〔うち外国書〕

0

（63,362〔4,195〕） （97〔0〕） （4,866〔4,637〕） （4,631〔4,630〕） （2,428） （0）

種 〔うち外国書〕 点 点

図書 学術雑誌 機械・器具

65,801〔4,255〕　 97〔0〕　 4,866〔4,637〕　 4,631〔4,630〕　 2,428

8,780.89㎡ 857.35㎡ 11,212.72㎡

（　　 　1,574.48㎡）（　  　8,780.89㎡）（　     　　857.35㎡）（　　 　11,212.72㎡）

標本

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 60室 教 員 研 究 室 30室

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計
育英短期大
学
（必要面積
4,150㎡）
と共用

1,574.48㎡

合 計 0㎡ 50,453.75㎡

育英短期大
学
（必要面積
4,000㎡）
と共用

校 舎 敷 地 0㎡ 29,161.57㎡ 0㎡ 29,161.57㎡

そ の 他 0㎡ 21,292.18㎡ 2,986.00㎡

計
18 6

（18） （6） （24）

2,986.00㎡ 53,439.75㎡

校
　
地
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

24,278.18㎡

24

（0） （0）

指 導 補 助 者
0 0 0

（0） （0） （0）

そ の 他 の 職 員
0 3 3

（0） （3） （3）

職　　　種 専　　属 その他 計

事 務 職 員
17 　　　　　人 2 　　　　　人   19         人

（17）

図 書 館 職 員
1 1 1

（1） （1） （1）

（2） （19）

技 術 職 員
0 0 0

（0）

1 －

（12） （6） （7） （0） （25） （1） （－）

計
－ － － － －

合　　　　計
13 8 7 0 28

既

設

分 － －

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

（－） （－）

計（ａ～ｄ）
－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－） （－） （－）

なし

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
－ －

（－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

－ － －

（－） （－） （－） （－） （－）

－

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

（－）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－） （－）

－ － －

（－） （－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

（－）

－基本計画書ー2－



スポーツ教育専攻 4 令和6年度入学
定員増(50人)

育英短期大学

令和6年度入学
定員減(70人)

令和6年度入学
定員減(30人)

附属施設の概要

昭和52
年度

現代ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 2

児童教育専攻 4

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 等 の 名 称 育英大学・育英短期大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収 容 定 員
充 足 率

50 － 200 1.00 平成30
年度

保育学科

開設
年度

所　在　地

教育学部　教育学科 年 人 年次
人

人 倍
 1.15

《1.14》

1,070千円 1,070千円 　－千円 　－千円

学生納付金以外の維持方法の概要 雑収入等、私立大学等経常費補助金

　－千円 　－千円

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

1,320千円

1,500千円 1,500千円 　－千円 　－千円

2,500千円 2,500千円 　－千円 　－千円

設 備 購 入 費 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 300千円 300千円 300千円 300千円 　－千円 　－千円経費
の見
積り
及び
維持
方法
の概
要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

図 書 購 入 費 2,500千円 2,500千円 2,500千円

共同研究費等 1,500千円 1,500千円

1,070千円

　該当なし

100 － 300

学士(教育学)

学士(教育学)

短期大学士
（保育学）

短期大学士
(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学)

1.28

群馬県高崎市
京目町1656番地1

同上

同上

同上

平成30
年度

－ 140 0.66 平成14
年度

2 170 － 340 0.77

70

－基本計画書ー3－



入学 編入学 収容 入学 編入学 収容

定員 定員 定員 定員 定員 定員

育英大学 育英大学

　教育学部教育学科 　教育学部教育学科

　　児童教育専攻 50 － 200 　　児童教育専攻 50 － 200

　　ｽﾎﾟｰﾂ教育専攻 100 － 400 　  ｽﾎﾟｰﾂ教育専攻 130 － 520 　定員変更(30)

　  英語教育専攻 20 － 80 　専攻の設置(20)

計 150 － 600 計 200 － 800

育英短期大学 育英短期大学

　保育学科 170 － 340 　保育学科 130 － 260 　定員変更(△40)

　現代ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 70 － 140 　現代ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 70 － 140

計 240 － 480 計 200 － 400

学校法人群馬育英学園　設置認可等に関わる組織の移行表

令和7年度 令和8年度 変更の事由

－基本計画書ー4－
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育英大学学則(案)

第１章 総 則

（目 的）

第１条 育英大学（以下｢本学｣という。）は、教育基本法及び学校教育法に基づき、学術

の中心として、広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用

的能力を育成するとともに、「公正、純真、奉仕、友愛」の建学の精神に則り、豊かな

人間性と深い専門性をもつ人材を養成し、教育研究を通して社会に貢献することを目的

とする。

２ 本学教育学科は、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論

と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目的とする。

３ 本学を群馬県高崎市京目町1656番地１に置く。

（自己点検評価）

第２条 本学は、教育研究水準の向上を図り、目的及び社会的使命を達成するため、教育

研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。

２ 前項の点検及び評価を行うにあたっての項目の設定、実施体制については、別に定め

る。

（教育内容等の改善）

第３条 本学は、授業内容及び方法の改善を図るため、研修及び研究を実施する。

第２章 学部、学科、学生定員及び修業年限

（学部、学科及び学生定員）

第４条 本学において設置する学部、学科及び専攻の学生定員は、次のとおりとする。

学 部 学 科 専 攻 入学定員 収容定員

児童教育専攻 50人 200人

教育学部 教育学科 スポーツ教育専攻 130人 520人

英語教育専攻 20人 80人

計 200人 800人

（修業年限及び在学期間）

第５条 修業年限は、４年とする。

２ 在学期間は、８年を超えることができない。ただし、学則第32条から第34条までの規

定により入学した者の在学期間は、入学後の在学すべき年数の２倍の年数を超えること

ができない。

（入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算）

第６条 本学の学生以外の者が、第44条に規定する科目等履修生として本学において一定

の単位（学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」という。）第90条第１項の規定

により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を修得した後に入学する場合にお

いて、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは、第

17条の規定により入学後に修得したとみなすことのできる当該単位数その他の事項を勘

案して、学長が認める期間を修業年限に通算することができる。ただし、その期間は、

－学則－1－



前条に規定する修業年限の２分の１を超えてはならない。

第３章 学年、学期及び休業日

（学 年）

第７条 学年は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

（学 期）

第８条 学年を分けて、次の２学期とする。

前期 ４月１日から９月30日まで

後期 10月１日から翌年３月31日まで

２ 前項の規定にかかわらず、学長が必要と認めたときは、前期及び後期の期間を変更す

ることができる。

（休業日）

第９条 休業日は、次の各号のとおりとする。

(１) 日曜日及び土曜日

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

(３) 群馬県民の日

(４) 春季休業

(５) 夏季休業

(６) 冬季休業

２ 前項第４号から第６号までの休業日の期間は、学長が定める。

３ 第１項の規定にかかわらず、学長が必要と認めたときは、休業日を変更し、又は臨時

に休業日を定めることができる。

（授業期間）

第10条 １年間の授業期間は、試験行事等の期間を含め、35週にわたることを原則とする。

第４章 教育課程及び単位

（授業方法、開設授業科目及び単位数等）

第11条 授業の方法は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれ

らを併用して行うものとする。

２ 開設する授業科目は、基礎教育科目及び専門教育科目に区分し、別表第１の定めると

ころによる。

３ 文部科学大臣が定めるところにより、第１項の授業を、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

４ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様な

メディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につい

ても、同様とする。

５ 文部科学大臣が定めるところにより、第１項の授業の一部を、本学の施設以外の場所

で行うことができる。

第５章 履修の方法、学習の評価、課程修了の認定及び卒業

－学則－2－



（履修の方法）

第12条 本学において開設する授業科目は、これを必修及び選択科目とし、履修の方法に

ついては、本学則に定めるもののほか育英大学履修規則(以下「履修規則」という。)の

定めるところによる。

（科目の登録）

第13条 学生は、毎学期の当初に当該学期において履修すべき授業科目を登録しなければ

ならない。

２ 学生は、前項により登録した授業科目以外の授業科目を履修することはできない。

３ 第１項において登録できる単位数は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修

できる範囲とする。

（単位修得の認定）

第14条 授業科目を履修した者には、認定の上、所定の単位を与える。

２ 授業科目の単位の修得の認定は、試験、レポート、その他の方法により行うものとし、

その方法については、各授業科目の担当者が行う。

（他専攻における授業科目の履修等）

第15条 教育上有益と認めるときは、学生が他の専攻において開設する授業科目を履修し、

又は聴講することができる。

２ 前項に規定する授業科目の履修及び単位の修得等に関し必要な事項は、履修規則の定

めるところによる。

（他の大学等における修得単位の認定）

第16条 教育上有益と認めるときは、学生が他の大学又は短期大学(以下「他大学等」と

いう。)において履修した授業科目について修得した単位を、本学における授業科目の

履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合に準用する。

３ 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における

学修その他文部科学大臣が別に定める学修(以下「大学以外の教育施設の学修」とい

う。)を、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。

４ 前３項の規定による単位数は、合わせて60単位を超えないものとする。

（入学前の既修得単位等の認定）

第17条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に本学、他大学等及び大学

以外の教育施設の学修において履修した授業科目について修得した単位(大学設置基準

に定める科目等履修生として修得した単位を含む。)を、本学に入学した後の本学にお

ける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、編入学、転入学等の

場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、前条の単位数と合わせ

て60単位を超えないものとする。

（長期にわたる履修）

第18条 学生が職業を有している等の事情により、修業年限を超えて一定の期間にわたり

計画的に教育課程を履修し、卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的

な履修を認めることができる。

２ 前項による修業年限及び履修方法については、履修規則の定めるところによる。

－学則－3－



（試験の時期）

第19条 試験の時期は、原則として各学期末とする。ただし、各授業科目の担当者が必要

と認めたときは、臨時に行うことができる。

（試験の受験資格）

第20条 当該授業科目の履修について、当該学期に登録をしていない者又は出席状況が良

好でない者は、試験を受けることはできない。

（追試験及び再試験）

第21条 病気等やむを得ない事情により試験を受験できなかったと教授会が認めた者は、

追試験を受けることができる。

２ 定期試験に不合格の科目について、当該科目の担当教員が再試験を実施する場合に限

り、当該学生は再試験を受けることができる。

（認 定）

第22条 第14条第２項に規定する試験等の成績の評価は、Ｓ（90点～100点）、Ａ（80点

～89点）、Ｂ（70点～79点）、Ｃ（60点～69点）、Ｄ（59点以下）の５段階とし、Ｓ、

Ａ、Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。

（単位の計算方法）

第23条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をも

って構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間

外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算する。

(１) 講義については、15時間の授業をもって１単位とする。

(２) 演習については、15時間から30時間までの範囲の授業をもって１単位とする。

(３) 実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲の授業をもって１単

位とする。

（４）１の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技を２以上組み合わせ行う

場合は、その組み合わせに応じ、15時間から45時間までの範囲の授業をもって１単位

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、教育学研究法及び卒業研究の授業科目については、これら

の学修の成果を評価して単位を授与することが適当と認められる場合には、これらに必

要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。

（卒業の要件）

第24条 本学を卒業するためには、本学に４年以上在学し、124単位以上を修得しなけれ

ばならない。

２ 前項の規定による卒業に必要な単位数のうち、第11条第３項に規定する授業の方法に

より修得する単位数は、60単位を超えないものとする。

（資格の取得）

第25条 本学において取得することができる免許状及び資格の種類並びに取得方法は、履

修規則の定めるところによる。

（卒業の認定）

第26条 本学に４年以上在学し、第24条に定める単位を修得した者に対して、教授会の議

を経て学長が卒業を認定する。

２ 前項の認定は、学年末に行う。ただし、必要に応じて前期末に行うことができる。

（学位授与）
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第27条 学長は、前条の規定に基づき卒業した者に、次の学士の学位を授与する。

教育学部教育学科 学士（教育学）

２ 学位の授与に関する必要な事項は、別に定める。

第６章 入学、編入学、再入学、転入学、退学、転学及び休学等

（入学時期）

第28条 入学の時期は、学年の始めとする。ただし、学年の途中においても、学期の区分

に従い入学させることがある。

（入学資格）

第29条 本学に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当するものでなければならない。

(１) 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者

(２) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれ

に相当する学校教育を修了した者を含む。）

(３) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部

科学大臣の指定したもの

(４) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者

(５) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者

(６) 文部科学大臣の指定した者

(７) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）による高等学校卒

業程度認定試験に合格した者（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含

む。）

(８) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で、18歳に達したもの

（入学の出願）

第30条 本学に入学を志願する者は、所定の出願書類に入学検定料を添えて提出しなけれ

ばならない。

（入学者の選考及び入学手続き）

第31条 入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。

２ 選考の結果、合格通知をうけた者は、指定の期間内に入学金を納入するとともに、本

学の指定する書類を提出しなければならない。

（編入学）

第32条 本学に編入学を希望する者があるときは、選考の上、許可することがある。

２ 本学に編入学をすることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

(１) 大学を卒業した者

(２) 法第104条第４項の規定により学士の学位を授与された者

(３) 短期大学を卒業した者

(４) 高等専門学校を卒業した者

(５) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定め
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る基準を満たすものに限る。）を修了した者（法第90条第１項に規定する大学入学資

格を有する者に限る。）

(６) 大学に２年以上在学し、所定の単位を修得した者

(７) 外国において、学校教育における14年の課程を修了した者

（再入学）

第33条 第37条又は第43条の規定に基づき、本学を退学し、又は除籍となった者が、退学

又は除籍後２年以内に再入学を希望するときは、選考の上、入学を許可することができ

る。

（転入学）

第34条 本学に転入学を希望する者があるときは、欠員がある場合に限り、選考の上、相

当する学年に入学を許可することができる。

２ 転入学を希望する者は、願書に現に在籍する大学の学長の転学承認書及び単位取得証

明書を添えて出願しなければならない。

（入学許可）

第35条 学長は、入学手続きを完了した者に入学を許可する。

（保証人）

第36条 入学を許可された者は、学費を負担する者を保証人とし、本学の指定する期間内

に届け出なければならない。

２ 保証人は、学生の在学中の一切の事項について、責任を負うものとする。

３ 学生は、保証人が変更になったとき、又は転居したときは、直ちに届け出なければな

らない。

（退 学）

第37条 退学を希望する者は、その事由を詳細に記し、学長に願い出て許可を得なければ

ならない。

（転 学）

第38条 他の大学等への転学を希望する者は、学長に願い出て許可を得なければならない。

（転専攻）

第39条 転専攻を希望する者は、学長に願い出て許可を得なければならない。

（休 学）

第40条 疾病その他やむを得ない理由により引き続き３か月以上修学することが困難な者

は、学長の許可を得て休学することができる。

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者に対しては、学長は、休学を命

ずることができる。

３ 第１項の休学のうち、疾病による場合は、医師の診断書を添付しなければならない。

（休学期間）

第41条 休学の期間は、当該年度を超えることができない。ただし、特別な事由があると

きは学長の許可を得て、引続き休学することができる。

２ 休学の期間は、通算して修業年限を超えることができない。

３ 休学の期間は、在学期間に算入しない。

（復 学）

第42条 休学期間の満了により復学するときは、学長に復学の届出をしなければならない。

２ 休学期間の満了前であっても、その事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学す

ることができる。
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（除 籍）

第43条 学生が次の各号のいずれかに該当するときは、教授会の議を経て、学長が除籍す

る。

(１) 第５条第２項に規定する在学期間を超えたとき。

(２) 死亡又は長期にわたり行方不明のとき。

(３) 第41条第２項に規定する休学期間を超えてなお修学することができないとき。

(４) 成業の見込みがないと認められたとき。

(５) 授業料の納入を怠り、督促してもなお納入しないとき。

第７章 科目等履修生、研究生、特別聴講学生、聴講生及び外国人留学生等

（科目等履修生）

第44条 本学の学生以外の者で、本学において一つ又は複数の授業科目の履修を希望する

者があるときは、授業に支障がない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を

許可し、単位を与えることができる。

２ 科目等履修生に関する必要な事項は、別に定める。

（研究生）

第45条 本学において、特定の専門事項について研究することを希望する者があるときは、

教育研究に支障がない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することがある。

２ 研究生を希望できる者は、大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力があると認め

られた者とする。

３ 研究生に関する必要な事項は、別に定める。

（特別聴講学生）

第46条 他大学等（外国の大学を含む。）の学生で、本学において授業科目の履修を希望

する者があるときは、当該他大学等との協議に基づき、特別聴講学生として入学を許可

し、単位を与えることができる。

２ 特別聴講学生に関する必要な事項は、別に定める。

（聴講生）

第47条 本学において、一つ又は複数の授業科目の聴講を希望する者があるときは、授業

に支障がない場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することがある。

２ 聴講生に関する必要な事項は、別に定める。

（外国人留学生）

第48条 外国人で、大学の教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を希望する者が

あるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。

２ 外国人留学生に関する必要な事項は、別に定める。

（研修生）

第49条 公共機関又はこれに準ずる団体から、所定の入学資格を有しない外国人に対して

授業科目の履修を委託されたときは、授業に支障がない場合に限り、研修生として入学

を許可することがある。

２ 研修生に関する必要な事項は、別に定める。

第８章 入学検定料、入学金、授業料及びその他の費用
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（入学検定料、入学金及び授業料）

第50条 入学検定料、入学金及び授業料の額及び徴収方法は、別に定める。

（その他の費用）

第51条 授業料のほか、教育実習、保育実習及びその他教育に必要な費用は、別途、徴収

することができる。

（授業料等の納入金の不還付）

第52条 既納の授業料等の納入金は、特別の事情を除いては、還付しない。

第９章 職員組織

（職 員）

第53条 本学に学長、教授、准教授、講師、助教、事務職員及びその他必要な職員を置く。

（職員の職務）

第54条 職員の職務は、次のとおりとする。

(１) 学長は、校務を掌り、所属職員を統督する。

(２) 教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力及

び実績を有する者で、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

(３) 准教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力及び

実績を有する者で、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

(４) 講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

(５) 助教は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の知識及び能力を有する者

で、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

(６) 事務職員は、学長の命により大学の事務を処理する。

第10章 教 授 会

（教授会）

第55条 本学に、教授会を置く。

２ 教授会に関する必要な事項は、別に定める。

第11章 特別の課程及び公開講座

（特別の課程）

第56条 本学は、本学の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成し、これを修了した

者に対して証明書を交付することができる。

２ 特別の課程に関する必要な事項は、別に定める。

（公開講座）

第57条 本学における教育・研究の成果を広く社会に開放し、地域社会の教育文化の向上

に資するため、本学に公開講座を開設することができる。

２ 公開講座に関する必要な事項は、別に定める。

第12章 図 書 館
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（図書館）

第58条 本学に、図書館を置く。

２ 図書館に関する必要な事項は、別に定める。

第13章 教育研究所

（教育研究所）

第58条の２ 本学に教育研究所を置く。

２ 教育研究所は、学校教育及び保育に関する学際的・総合的研究を行い、その成果を普及

し、地域社会に貢献することを目的とする。

３ 教育研究所に関する必要な事項は、別に定める。

第14章 厚生施設

（厚生施設）

第59条 本学に、厚生施設を置く。

２ 厚生施設に関する必要な事項は、別に定める。

第15章 賞 罰

（表 彰）

第60条 学生が学業、文化・スポーツ及びその他の活動において優れた成績をあげ、他の

模範となる場合には、教授会の議を経て、学長がこれを表彰することがある。

２ 表彰に関する必要な事項は、別に定める。

（懲 戒）

第61条 学長は、学則その他の規律に違反し、又は本学の学生としての本分に反する行為

をした者には、教授会の議を経て、懲戒する。

２ 前項の懲戒は、訓戒、停学又は退学の処分とする。

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する学生に対して行う。

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者

(２) 正当な理由がなく、出席が常でない者

(３) その他、学内の秩序を乱し、本学の体面を傷つけ、学生としての本分に著しく反し

た者

第16章 雑 則

（学則の改廃）

第62条 この学則の改廃は、教授会の議を経て理事会が行う。

附 則

この学則は、平成29年９月11日(理事会決定)に制定し、平成30年４月１日から施行する。

附 則
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この学則は、平成30年９月11日(理事会決定)に改正し、平成31年４月１日から施行する。

附 則

１ この学則は、平成31年２月22日(理事会決定)に改正し、平成31年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定は、平成31年度の入学者から適用し、平成30年度以前の入学

者については、なお従前の例による。

附 則

この学則は、令和元年９月24日(理事会決定)に改正し、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この学則は、令和２年９月４日(理事会決定)に改正し、令和３年４月１日から施行する。

附 則

１ この学則は、令和３年９月17日(理事会決定)に改正し、令和４年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定は、令和４年度の入学者から適用し、令和３年度以前の入学

者については、なお従前の例による。

附 則

１ この学則は、令和３年12月３日(理事会決定)に改正し、令和４年４月１日から施行する。

２ 改正後の第32条第１項の規定は、令和４年度の編入学者から適用する。

３ 改正後の別表第１の規定は、令和４年度の入学者から適用し、令和３年度以前の入学

者については、なお従前の例による。

附 則

１ この学則は、令和４年３月23日(理事会決定)に改正し、令和４年４月１日から施行する。

２ 現に在学する学生の保証人にあっては、「学費を負担する者」とみなす。

附 則

１ この学則は、令和５年２月24日(理事会決定)に改正し、令和５年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定は、令和５年度の入学者から適用し、令和４年度以前の入学

者については、なお従前の例による。

附 則

１ この学則は、令和５年２月24日(理事会決定)に改正し、令和６年４月１日から施行する。

２ 改正後の第４条に規定する収容定員は、同条の規定にかかわらず、令和６年度から令和

８年度までの間は、次のとおりとする。

学 部 専 攻 令和６年度 令和７年度 令和８年度

学 科 収容定員 収容定員 収容定員

教育学部 児童教育専攻 200人 200人 200人

教育学科 ｽﾎﾟｰﾂ教育専攻 250人 300人 350人

計 450人 500人 550人

附 則

１ この学則は、令和６年９月11日(理事会決定)に改正し、令和７年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定は、令和７年度の入学者から適用し、令和６年度以前の入学

者については、なお従前の例による。

附 則

１ この学則は、令和６年11月29日(理事会決定)に改正し、令和７年４月１日から施行する。

２ 改正後の別表第１の規定は、令和７年度の入学者から適用し、令和６年度以前の入学
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者については、なお従前の例による。

附 則

１ この学則は、令和７年２月21日(理事会決定)に改正し、令和８年４月１日から施行する。

２ 改正後の第４条に規定する収容定員は、同条の規定にかかわらず、令和８年度から令和

10年度までの間は、次のとおりとする。

学 部 専 攻 令和８年度 令和９年度 令和10年度

学 科 収容定員 収容定員 収容定員

教育学部 児童教育専攻 200人 200人 200人

教育学科 ｽﾎﾟｰﾂ教育専攻 430人 460人 490人

英語教育専攻 20人 40人 60人

計 650人 700人 750人

３ 改正後の別表第１の規定は、令和８年度の入学者から適用し、令和７年度以前の入学

者については、なお従前の例による。ただし、専門教育科目の備考欄については、施行

の際、現に在学する学生から適用する。
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授　　　業　　　科　　　目

必
　
修

選
　
択

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

1前 1 〇

1後 1 〇 【基礎教育科目】

1後 1 〇

3前 1 〇

3後 1 〇

1前 1 〇

1後 1 〇

2前 1 〇

1前 1 〇

1前 1 〇

1後 1 〇

1前 1 〇

2前 1 〇

1前 1 〇

1後 1 〇

1前 1 〇

1後 1 〇

2前 1 〇

2後 1 〇

3前 1 〇

3後 1 〇

1前 2 〇

1前 2 〇

2後 2 〇

4後 2 〇

1前 2 〇

2前 2 〇

2前 2 〇

4後 2 〇

20 17 7 22 0

経済と政策

人
間
の
理
解

心理と行動

健康と運動

歴史と文化

自然と環境

基礎計 29科目

備　考

「思考力の養成」から必
修５科目５単位、
「表現力の養成」から必
修を含めて５単位以上、
「人間力の養成」から必
修４科目４単位、
「社会力の養成」から必
修６科目６単位、
「人間の理解」から２単
位以上、
「社会の理解」から２単
位以上、
合わせて28単位以上を修
得すること。

総合ゼミⅠ

基礎ゼミⅡ

思
考
力
の

養
成

情報処理法

創造思考法

表
現
力
の

養
成

英語Ⅰ（基礎）

人
間
力
の

養
成

自己管理と社会規範

ﾁｰﾑﾜｰｸとﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ

地域活動と社会貢献

他者理解と信頼関係

別表第１（第11条関係）

科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態

社
会
の
理
解

英語Ⅱ（応用）

英語Ⅲ（実践）

日本語Ⅰ（読解、分析）

日本語Ⅱ（作文、論文）

日本語Ⅲ（発表、討論）

社会と憲法

政治と行政

生命と倫理

基
 
 
礎
 
 
教
 
 
育
 
 
科
 
 
目

情報活用法

統計分析法

問題解決法

社
会
力

の
養
成

基礎ゼミⅠ

キャリアプランニングⅡ

キャリアプランニングⅠ

総合ゼミⅡ
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1前 2 ○

1前 2 ○ 【専門教育科目】

1後 2 ○

1後 2 ○

1前 2 ○

1前 2 ○

1後 2 ○

1後 2 ○

1後 2 ○

1後 2 ○

1後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

2前 2 ○

2前 2 ○

2前 2 ○

2前 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

2後 2 ○

2後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2後 2 ○

2後 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

幼児と表現Ｂ

保育内容（表現Ａ）の指導法

保育内容（言葉）の指導法

保育内容（環境）の指導法

教育学概論（幼・小）

初等教科教育法（国語）

初等教科教育法（社会）

初等教科教育法（算数）

初等教科教育法（理科）

体育

小学校英語

音楽

初等教科教育法（生活）

初等教科教育法（外国語）

総合的な学習（探究）の時間の
指導法（小・中・高）
特別活動の指導法（小・中・高）

生徒・進路指導の理論と方法
（小・中・高）

初等教科教育法（音楽）

初等教科教育法（図画工作）

初等教科教育法（家庭）

心理学概論

対人関係論

道徳教育論

教育行政学（幼・小・中・高）

専
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
育
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

人間形成論

展
　
　
　
　
　
開
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

教育学概論（中・高）

「基幹科目」から必修を
含めて18単位以上、
「展開科目」から30単位
以上、
「発展科目」及び「関連
科目」から合わせて10単
位以上、
「研究科目」から必修４
科目６単位、
合わせて「専門教育科
目」から96単位以上を修
得すること。

基
　
　
幹
　
　
科
　
　
目

国語

社会

算数

理科

図画工作

教育心理学

教職概論（中・高）

教職概論（幼・小）

特別支援教育論

保育内容（人間関係）の指導法

保育内容（健康）の指導法

幼児と表現Ａ

初等中等教科教育法（体育・保
健体育）

幼児と言葉

幼児と環境

幼児と人間関係

幼児と健康

保育内容総論

教育相談の理論と方法（幼・
小・中・高）

教育課程論（幼・小）

教育方法論（幼）

道徳の指導法（小・中）

教育方法論（ICT活用を含む）
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3前 2 ○

2後 2 ○

1後 2 ○

2後 2 ○

2後 2 ○

2後 2 ○

3前 2 ○

3前 1 ○

2後 2 ○

3前 2 ○

3後 1 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3後 1 ○

3後 1 ○

1後 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2後 1 ○

2後 1 ○

1後 1 ○

2後 1 ○

1後 2 ○

2後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

2前 2 ○

2前 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

1前 2 ○

1後 2 ○

2前 2 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

1前 1 ○

1後 1 ○

2前 1 ○

2後 1 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

3前 1 ○

Listening & SpeakingⅠ

Listening & SpeakingⅡ

WritingⅠ

WritingⅡ

Skills-Integrated
 English CommunicationⅠ

社会的養護Ⅰ

英語学演習Ⅰ

体育実技Ⅵ

運動学・運動方法学

体育原理

体育実技Ⅶ

体育実技Ⅰ

体育実技Ⅱ

体育実技Ⅲ

体育実技Ⅳ

専
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
育
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

社会的養護Ⅱ

子ども家庭支援の心理学

乳児保育Ⅱ

展
　
　
　
　
　
開
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

子ども家庭支援論

英語文学演習Ⅱ

Reading & VocabularyⅠ

Reading & VocabularyⅡ

子育て支援

乳児保育Ⅰ

子どもの保健

幼児理解の理論と方法

保育原理

保育内容（表現Ｂ）の指導法

英語学概論Ⅰ

英語学概論Ⅱ

第二言語習得論

体育実技Ⅴ

中等教科教育法Ⅲ（保健）

子ども家庭福祉

社会福祉

子どもの食と栄養

子どもの健康と安全

中等教科教育法Ⅳ（保健）

生理学・運動生理学

体育心理学

体育経営管理学

衛生学・公衆衛生学

学校保健（小児保健・精神保健・
学校安全及び救急処置を含む）

中等教科教育法Ⅱ（体育）

中等教科教育法Ⅰ（体育）

体育社会学

英語学演習Ⅱ

英語文学概論Ⅰ

英語文学概論Ⅱ

英語文学演習Ⅰ
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3後 1 ○

2後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

3前 2 ○

3後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

3後 2 ○

2前 2 ○

3前 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

2後 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

3前 2 ○

4後 2 ○

1前 1 ○

2前 1 ○

1後 1 ○

2後 1 ○

3後 1 ○

3前 2 ○

2前 2 ○

2前 2 ○

3後 2 ○

2後 2 ○

2後 2 ○

3後 2 ○

3後 2 ○

3前 2 ○

1前 1 ○

1後 1 ○

2前 1 ○

1後 1 ○

1後 2 ○

1後 2 ○

1後 2 ○

1後 1 ○

2前 1 ○

3前 1 ○

1前 1 ○

1前 1 ○

3後 1 ○

3後 1 ○

2前 1 ○

1前 1 ○

4前 1 ○

4前 2 ○

4前 2 ○

中等教科教育法Ⅲ（英語）

中等教科教育法Ⅳ（英語）

Skills-Integrated
 English CommunicationⅡ
異文化理解

中等教科教育法Ⅰ（英語）

中等教科教育法Ⅱ（英語）

造形表現演習Ⅱ

生涯スポーツⅡ

生涯スポーツⅢ

心理療法概論

インターンシップⅡ

インターンシップⅠ

英語コミュニケーションⅣ

英語コミュニケーションⅢ

英語コミュニケーションⅡ

英語コミュニケーションⅠ

初等教育実習

スポーツ指導法

栄養学・スポーツ栄養学

健康づくりの理論と方法

初等教育実習事前事後指導

健康体験実習

介護等体験活動

授業実践演習

学校・学級経営

チーム学校論

音楽表現演習Ⅰ

バイオメカニクス

造形表現演習Ⅰ

音楽表現演習Ⅱ

健康管理論

運動部活動の指導法

体力測定・評価法

コーチング論

発達心理学

トレーニング論

健康運動特講Ⅰ

生活習慣病と身体運動

発育・発達論　

医学・スポーツ医学

学校心理学

カウンセリング論

実
 
 
習
 
 
科
 
 
目

初等学校体験活動Ａ

初等中等教育実習(小・中)

初等中等学校体験活動Ｂ

初等学校体験活動Ｂ

初等中等学校体験活動Ａ

専
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
育
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

発
　
展
　
科
　
目

展
　
　
　
　
　
開
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

運動プログラム管理

English and Global Teaching

生涯スポーツⅠ

関
 
　
　
連
　
　
 
科
　
　
 
目

教育課程論（中・高）
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3後 1 ○

3後 1 ○

3後 2 ○

3後 2 ○

4前 1 ○

4前 2 ○

4前 1 ○

4前 2 ○

4前 1 ○

4前 2 ○

4後 2 ○

4後 2 ○

4後 2 ○

4前 1 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

4前 2 ○

4後 2 ○

14 265 83 62 23

34 282 90 84 23

保育実習指導Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅲ

保育実習指導Ⅲ

卒業研究Ⅰ

教育学研究法Ⅱ

専門計 168科目

合計 合計197科目

教職実践演習（小）

教職実践演習（中・高）

健康実践演習

保育実習指導Ⅱ

研
究

科
目

教育学研究法Ⅰ

卒業研究Ⅱ

実
 
 
習
 
 
科
 
 
目

保育実習Ⅱ

保育・教職実践演習（幼）

中等教育実習（中・高）

中等教育実習事前事後指導

保育実習Ⅰ（施設）

保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習指導Ⅰ（施設）

専
　
　
　
　
　
門
　
　
　
　
　
教
　
　
　
　
　
育
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目
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学則の変更事項を記載した書類 

 

 ① 変更の事由 

  ア 教育学部教育学科スポーツ教育専攻の入学定員及び収容定員を変更する。 

  イ 教育学部教育学科に英語教育専攻を新設し、入学定員及び収容定員を設定する。 

 

 

 ② 変更点 

  ア 第４条：教育学部教育学科スポーツ教育専攻の入学定員を 100人から 130人に 

増員（30人増）とする。 

  イ 第４条：教育学部教育学科に英語教育専攻を新設し、入学定員を 20人に設定する。 

  ウ 別表第１（第 11条関係）：英語教育専攻新設に係る授業科目を新たに 22科目設定

する。 

  エ 附則１：上記は令和 8年度からの変更とする。 

    附則２：完成年度までの段階的な収容定員数について記する。 
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育英大学学則 新旧対照表（改正条文のみ）（案）

新 旧 改正理由

《略》 《略》

（学部、学科及び学生定員） （学部、学科及び学生定員）
第４条 本学において設置する学部、学科及び専攻の学生定員は、次の 第４条 本学において設置する学部、学科及び専攻の学生定員は、次の
とおりとする。 とおりとする。
学 部 学 科 専 攻 入学定員 収容定員 学 部 学 科 専 攻 入学定員 収容定員 スポーツ教育

児童教育専攻 50人 200人 児童教育専攻 50人 200人 専攻の定員増
教育学部 教育学科 スポーツ教育専攻 130人 520人 教育学部 教育学科 スポーツ教育専攻 100人 400人 及び英語教育

英語教育専攻 20人 80人 計 150人 600人 専攻の設置に
計 200人 800人 伴う改正並び

に専門教育科
《略》 《略》 目の履修方法

の変更に伴う
附 則 改正

１ この学則は、令和７年２月21日(理事会決定)に改正し、令和８年４月
１日から施行する。
２ 改正後の第４条に規定する収容定員は、同条の規定にかかわらず、令
和８年度から令和10年度までの間は、次のとおりとする。

学 部 専 攻 令和８年度 令和９年度 令和10年度

学 科 収容定員 収容定員 収容定員

教育学部 児童教育専攻 200人 200人 200人

教育学科 ｽﾎﾟｰﾂ教育専攻 430人 460人 490人

英語教育専攻 20人 40人 60人

計 650人 700人 750人

３ 改正後の別表第１の規定は、令和８年度の入学者から適用し、令和７
年度以前の入学者については、なお従前の例による。ただし、専門教育
科目の備考欄については、施行の際、現に在学する学生から適用する。
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　別表第１（第１１条関係）

必
　
修

選
　
択

講
　
義

演
　
習

実
験
･

実
習

必
　
修

選
　
択

講
　
義

演
　
習

実
験
･

実
習

　≪略≫ 　≪略≫

中等教科教育法Ⅳ（保健） 3後 2 ○ 中等教科教育法Ⅳ（保健） 3後 ○ 2 ○

英語学概論I 1前 2 ○ 【新設】

英語学概論Ⅱ 1後 2 ○ 【新設】

第二言語習得論 2前 2 ○ 【新設】

英語学演習Ⅰ 3前 1 ○ 【新設】

英語学演習Ⅱ 3後 1 ○ 【新設】

英語文学概論Ⅰ 2前 2 ○ 【新設】

英語文学概論Ⅱ 2後 2 ○ 【新設】

英語文学演習Ⅰ 3前 1 ○ 【新設】

英語文学演習Ⅱ 3後 1 ○ 【新設】

Reading & VocabularyⅠ 1前 1 ○ 【新設】

Reading & VocabularyⅡ 1後 1 ○ 【新設】

Listening & SpeakingⅠ 2前 1 ○ 【新設】

Listening & SpeakingⅡ 2後 1 ○ 【新設】

WritingⅠ 3前 1 ○ 【新設】

WritingⅡ 3後 1 ○ 【新設】

Skills-Integrated
 English CommunicationⅠ

3前 1 ○ 【新設】

Skills-Integrated
 English CommunicationⅡ

3後 1 ○ 【新設】

異文化理解 2後 2 ○ 【新設】

中等教科教育法Ⅰ（英語） 2前 2 ○ 【新設】

中等教科教育法Ⅱ（英語） 2後 2 ○ 【新設】

中等教科教育法Ⅲ（英語） 3前 2 ○ 【新設】

中等教科教育法Ⅳ（英語） 3後 2 ○ 【新設】

教育課程論（中・高） 2前 2 ○ 教育課程論（中・高） 2前 2 ○

　≪略≫ 　≪略≫

168科目 14 265 83 62 23 146科目 14 233 73 50 23

合計197科目 34 282 90 84 23 合計175科目 34 250 80 72 23

育英大学学則 教育課程表 新旧対照表〔改正箇所のみ〕(案)

新 旧

配当
年次

単位数 授業形態

　 別表第１（第１１条関係）

科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態

科目
区分

授業科目の名称

専門計

合計

専門計

合計

専

門

教

育

科

目

展

開

科

目

専

門

教

育

科

目

展

開

科

目

備  考

【専門教育科目】

「基幹科目」から必修を含めて18単位以上、「展開科目」から30単位以上、「発展科目」

  及び「関連科目」から合わせて10単位以上、「研究科目」から必修４科目６単位、合わ

　せて「専門教育科目」から96単位以上を修得すること。

備  考

【専門教育科目】

「基幹科目」から必修を含めて18単位以上、「展開科目」から30単位以上、「発展科目」

  及び「関連科目」から10単位以上、「実習科目」及び「研究科目」から必修を含めて６

　単位以上、合わせて96単位以上を修得すること。
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－設置の趣旨(本文)－1－ 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 
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－設置の趣旨(本文)－2－ 

ア 学則変更(収容定員変更)の内容 

令和 8(2026)年度から、育英大学学則第 4 条に定める教育学部教育学科の入学定員及び収

容定員を表 1 のように変更する。教育学部教育学科は入学定員を現在の 150 人から 200 人

へと増員する。また、これに伴い、収容定員を現在の 600 人から 800 人に変更する。 

 

表 1 令和 8(2026)年度 収容定員変更の概要 

学部 学科 専攻 

変更前の定員

(A) 

変更後の定員

(B) 
差(B－A) 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

教育 教育 

児童教育 50 200 50 200 0 0 

スポーツ教育 100 400 130 520 ＋30 ＋120 

英語教育 － － 20 80 ＋20 ＋80 

合計 150 600 200 800 ＋50 ＋200 

 

イ 学則変更(収容定員変更)の必要性 

学校法人群馬育英学園(以下、「本学園」)は、「正直・・純潔・・無私・・愛」の道義標準に基づ

き、昭和 33(1958)年に群馬県において学校法人として設置され、昭和 38(1963)年に前橋育

英高等学校を開設した。その後、昭和 45(1970)年に前橋保育専門学校、昭和 52(1977)年に

前橋育英学園短期大学を開設し、「公正・純真・奉仕・友愛」の道徳理念を培い、国際的視

野に立って世界の平和と社会の福祉に貢献できる人材を育成することに努めてきた。その

後、昭和 62(1987)年に育英短期大学と改称し、60 年近くの教育的事業を通して短期大学卒

業生１万人余りを地域社会に送り出し、保育・・幼児教育を中心とした多くの教育者養成を行

うことによって地域に根ざした高等教育の場としての役割を果たしてきた。 

 本学園名の「育英」は孟子の「盡心章句上」に由来し、「すぐれた才知をもつ青少年を教

育する」という意味をもっている。本学園はこの基本理念の実現を目指して・「公正、純真、

奉仕、友愛」を建学の精神に掲げて、平成 30(2018)年 4 月に教育者を養成する大学として

育英大学(以下、「本学」)を開設した。 

 この建学の精神は、多様な価値が混在する今日の社会では、私たち一人ひとりが物事に対

して「公正」で、「純真」に、他者に対して「奉仕」の精神と深い「友愛」をもって臨むこ

とが社会のさまざまな対立や矛盾を解決する道に通じるという考えに基づいている。 

 本学は、この建学の精神に則り、育英大学学則(以下、｢学則｣)第 1 条において、教育基本

法及び学校教育法に基づき、学術の中心として、広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研
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究し、知的、道徳的及び応用的能力を育成するとともに、豊かな人間性と深い専門性をもつ

人材を養成し、教育研究を通して社会に貢献することを使命とし、教育学部教育学科では、

幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用

的に教育活動を展開できる人材を養成することを目的としている。 

 本学の特色は、教育分野の基礎的知識と技能を修得させ、特に現場で必要とされる教養的

知識と教育に関する専門的知識や技能を修得させることを教育目標として掲げて、幅広い

教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教

育活動を展開できる人材の養成を目指しているところに認められる。 

 本学は、教育学部教育学科の 1 学部 1 学科からなる大学であり、さらに教育学科は児童

教育専攻とスポーツ教育専攻の 2専攻から構成されている。 

 児童教育専攻の特色は、児童教育の現場で求められる幅広い教養的知識と教育に関する

専門的知識や技能を修得させ、児童教育現場で求められる教養基盤に支えられた主体的な

判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材の養成

を目指しているところに認められる。 

 スポーツ教育専攻の特色は、体育・ススポーツの教育現場に求められる幅広い教養的知識と

教育に関する専門的知識や技能を修得させ、体育・ススポーツの教育現場で求められる教養基

盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動

を展開できる人材の養成を目指しているところに認められる。 

このたびの収容定員変更に際しては、教育学部教育学科にスポーツ教育専攻の定員増と

英語教育専攻を新設し、入学定員を現行の 150 人から 200 人に増員することを計画してい

る。地域的・ス社会的な現状と課題を踏まえると、本学スポーツ教育専攻と英語教育専攻の収

容定員変更の必要性は、「学生確保の見通し等を記載した書類」の・「(２)人材需要の動向等社

会の要請」に詳述するとおり、以下のようにまとめられる。 

 

スポーツ教育専攻 

本学スポーツ教育専攻の収容定員変更の必要性は、体育の専科指導が可能な教員や、公認

指導者資格を有する高度なスキルを備えたスポーツ指導者への需要が全国的に増加の一途

をたどっていることにある。その背景として、教育現場における教科担任制の推進と、運動

部活動の地域移行という 2つの動きが挙げられる。 

1つ目は、教科担任制の推進である。令和 3(2021)年 7月に公表された・「義務教育 9年間

を見通した教科担任制の在り方について(報告)」【資料 1】では、体育が理科・ス算数・ス外国語
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と並び、「優先的に専科指導の対象とすべき教科」と位置づけられた。体育は、児童ス生徒

の・「技能差」や・「体力差」に配慮し、安全で体系的な指導を行う必要がある教科とされ、そ

の専門性が強く求められている。この方針を受け、令和 4(2022)年度から小学校高学年で教

科担任制が本格導入され、体育指導における専門性の重要性が一層高まっている。 

さらに、令和 6(2024)年 5月に中央教育審議会初等中等教育分科会・「質の高い教師の確保

特別部会」が取りまとめた「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確保のための

環境整備に関する総合的な方策について(審議のまとめ)」【資料 2】では、小学校中学年への

教科担任制拡大や専科指導教員の定数改善が示唆されている。 

また、本学が所在する群馬県は小学校と中学校の人事異動が可能な独自制度を有してお

り、多様な教育段階で体育の専科指導を行える教員が特に求められている。これらの地域的

特色や政策の流れを受け、群馬県、高崎市、前橋市、伊勢崎市及び伊勢崎市教育委員会から

本学に提出された意見書・【資料 3】では、体育専科指導教員の養成を強化する具体的な要請

が示されている。 

2 つ目は、運動部活動の地域移行である。令和 4(2022)年 12 月にスポーツ庁と文化庁が

取りまとめた「学校部活動及び新たな地域スポーツクラブ活動の在り方等に関する総合的

なガイドライン」【資料 4】では、持続可能な地域スポーツ環境を実現するため、公認スポ

ーツ指導者資格を有する専門的な指導者の確保が不可欠であると強調されている。少子化

や教員負担軽減の課題に対応しながら、地域社会でのスポーツ活動を担う高度な専門性を

持つ指導者への期待が高まっている。 

これに関連し、群馬県スポーツ協会及び株式会社ザスパが本学に提出された意見書・【資料

5】では、地域スポーツクラブを支える指導者の育成が求められている。この意見書では、

公認スポーツ指導者資格を持つ人材が地域の健康増進やスポーツ環境の充実に与える具体

的な効果が示されており、地域スポーツの未来を支える人材の必要性が強調されている。 

以上の社会的背景を踏まえ、本学スポーツ教育専攻では入学定員を増員し、教育現場や

地域スポーツで活躍できる体育専科指導教員や地域スポーツクラブ指導者を育成すること

が必要とされている。 

 

英語教育専攻 

本学英語教育専攻の収容定員変更の必要性は、英語科教員に対する需要が全国的に増加

の一途をたどっていることにある。その背景としては、大きく 2つの要因が挙げられる。 

1つ目は、教科担任制の推進である。令和 3(2021)年 7月公表の・「義務教育 9年間を見通



 

－設置の趣旨(本文)－5－ 

した教科担任制の在り方について(報告)」【資料 6】では、外国語(英語)が理科・ス算数・ス体育

と並び・「優先的に専科指導の対象とすべき教科」と位置づけられ、「『令和の日本型学校教育』

を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について(審議のまと

め)」【資料 2】でも、小学校中学年からの教科担任制導入が示唆されている。これらの方策

は、中学校進学時の円滑な移行や児童・ス生徒の基礎的コミュニケーション能力を涵養するこ

とを目的としており、より高度な専門性を有する英語の専科指導教員の配置が全国的に求

められていることを意味する。 

2つ目は、地域における英語専門人材のニーズ拡大である。群馬県学校人事課・「令和 6年

度採用 群馬県公立学校教員選考試験合格者状況」【資料 7】によれば、県内で採用された英

語科教員は中学校 32 人ス高等学校 11 人と全教科中最多であり、地域における英語教育を

専門とする人材の需要は極めて高い。また、文部科学省「令和 6 年度公立学校教員採用選

考試験の実施状況」【資料 8】によると、中学校英語科教員は群馬県 28 人、茨城県 47 人、

栃木県 25人、埼玉県 75人、新潟県 22人(中高共通)、長野県 18人、さいたま市 11人、新

潟市 13 人(新潟県を除く 5 県 2 市合計 217 人)、高等学校では群馬県 11 人、茨城県 21人、

栃木県 9人、埼玉県 40人、新潟県 22人(中高共通)、長野県 15人、新潟市 1人(新潟県を除

く 5県 1市合計 97人)と、近隣地域でも同様に高い需要が確認されている。 

さらに、本学が所在する群馬県は小学校と中学校の人事異動が可能な独自制度を有して

おり、多様な教育段階で英語の専科指導を行える教員が特に求められている。群馬県、高崎

市、前橋市、伊勢崎市及び伊勢崎市教育委員会から本学に寄せられた意見書・【資料 3】でも、

英語教育分野での専門性を備えた教員養成に対する強い要望が示されており、こうした地

域的特色と全国的政策の動向が相まって、群馬県における英語専科指導教員のニーズは一

層高まっている。 

以上の社会的背景を踏まえ、本学では英語教育専攻を新設し、教育現場で英語の専科指導

ができる専門性の高い教員を養成することが必要とされている。 

 

以上の理由を踏まえると、今回の本学における収容定員変更は、社会の要請に応えて本学

の教育改革をさらに推し進め、地域社会において活躍する人材をより多く育成することを

目指しているものであるといえる。また、収容定員変更にあたっては、本学が蓄積してきた

これまでの教育の質を維持しつつ学生確保に努めていく。 
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ウ 学則変更(収容定員変更)に伴う教育課程等の変更内容 

(ア) 教育課程の変更内容 

 収容定員変更にあたっては、本学が開学より積み重ねてきた教育の質をこれまでどおり

維持しつつ、教育学部という特色をさらに活かした教育課程の編成を行っていく・【資料 9】。

本学は平成 30(2018)年度開学の新設大学であるが、専門性豊かな人材の育成という点で社

会的にも高い評価を受けてきた。例えば、本学では、近隣の学校や企業との連携を重視した

体験活動やインターンシップ等を実施し、在学中から実践的なスキルを身につける機会を

提供している。これにより、卒業生は教育現場や関連分野において即戦力として活躍し、高

い評価を得ている。今回の収容定員数の増員にあたっても、こうした本学の教育の質を維

持・向上することができるよう、高度な力量を持った人材の育成に引き続き努めていく。 

 さらに今回の収容定員変更に合わせて、本学では(1)全学的取組、(2)スポーツ教育専攻、

(3)英語教育専攻における取組の 3 つの点から教育課程について、これまでよりもさらに充

実した教育支援体制の構築を行っていく。以下では各観点に即して、学則に示した人材養

成・教育研究上の目的を踏まえた上で、それに適った教育課程の内容について述べる。 

 

(1)全学的取組 

 本学学則に定める人材養成・教育研究上の目的は以下のとおりである。 

 

育英大学(以下｢本学｣という。)は、教育基本法及び学校教育法に基づき、学術の中心

として、広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力

を育成するとともに、「公正、純真、奉仕、友愛」の建学の精神に則り、豊かな人間性

と深い専門性をもつ人材を養成し、教育研究を通して社会に貢献することを目的とす

る。 

(育英大学学則第 1 条) 

 

本学教育学科は、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論

と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目的とする。 

(同上第 1 条 2 項) 

 

 以上のように、本学は高等教育機関として・「豊かな人間性と深い専門性」を有した専門的

職業人を養成するとともに、教育学部教育学科という特色を十全に活かすことで、理論的知
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識と実践的知識を兼ね備えた質の高い教育者の輩出を目的としている。 

 この目的を実現するために、本学では教育課程を・「基礎教育科目」と・「専門教育科目」の

2 つに区分し(表 2)、編成の方針(カリキュラム・ポリシー)を次のように定めている。 

 

1. 教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」を設置し、

専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。 

2. 教育に関わるさまざまな理論と教員に求められる資質能力に基づいた知識を修得

させるために・「専門教育科目」の中に・「基幹科目」を設置し、教育者として主体的

に判断して行動することができるように教育する。 

3. 教育現場において必要な教科や指導法についての専門的知識及び技能を修得させ

るために・「専門教育科目」の中に・「展開科目」を設置し、教育活動を実践すること

ができるように教育する。 

4. 教育学及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために・「専門教育科目」

の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することができるよう

に教育する。 

5. 体験的学習や研究を通して教育現場における実践力と課題解決能力、創造的探究能

力を修得させるために・「専門教育科目」の中に・「実習科目」「研究科目」を設置し、

教育活動の実践に活かすことができるように教育する。 

 

基礎教育科目は、教育現場に求められる幅広い教養を習得させることを目的として定め

られている。科目区分として設けている 6 つのカテゴリーは、中央教育審議会答申・「学士課

程教育の構築に向けて」において示されている各専攻分野を通じて培う学士力の内容を基

盤にしている。まず知的活動及び職業生活や社会生活で必要となる汎用的技能の修得のた

めに、「思考力の養成」(児童教育専攻：5 科目 5 単位、スポーツ教育専攻：5 科目 5 単位、

英語教育専攻：5 科目 5 単位)と「表現力の養成」(児童教育専攻：6 科目 6 単位、スポーツ

教育専攻・：6 科目 6 単位、英語教育専攻・：6 科目 6 単位)を設定している。次に、社会の一員

として求められる態度や志向性を修得させるために・「人間力の養成」(児童教育専攻・：4 科目

4 単位、スポーツ教育専攻：4 科目 4 単位、英語教育専攻：4 科目 4 単位)を設定している。

また、卒業後も自律した学習態度を修得させるために・「社会力の養成」(児童教育専攻・：6 科

目 6 単位、スポーツ教育専攻：6 科目 6 単位、英語教育専攻：6 科目 6 単位)を設定してい

る。最後に、人間の文化や社会及び自然に関する幅広い知識を修得させるために・「人間の理
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解」(児童教育専攻・：4 科目 8 単位、スポーツ教育専攻・：4 科目 8 単位、英語教育専攻・：4 科

目 8 単位)と「社会の理解」(児童教育専攻：4 科目 8 単位、スポーツ教育専攻：4 科目 8 単

位、英語教育専攻：4 科目 8 単位)を定めている。 

 

表 2 育英大学における教育課程編成の方針 

 

  

 専門教育科目は、「基幹科目」「展開科目」「発展科目」「関連科目」「実習科目」「研究科目」

の 6 つの科目区分から編成されている。 

「基幹科目」(児童教育専攻：9 科目 18 単位、スポーツ教育専攻：9 科目 18 単位、英語

教育専攻・：9 科目 18 単位)は、教育学科としての専門教育を体系的に学修する上で必要とな

る人間の形成、成長、発達などに関する知識とともに、展開科目を履修する上で必要な教育

学分野の主要な領域の内容及び方法に関する基本的知識の修得を目的として、「人間形成論」

や「道徳教育論」「教育学概論」などを配置している。 

「展開科目」(児童教育専攻・：64 科目 115 単位、スポーツ教育専攻・：33 科目 59 単位、英

語教育専攻：29 科目 46 単位)は、学生自らの興味や関心、将来の専門的な活動分野に応じ

て、基幹科目を通して得られた知識や方法をさらに深化させていくことを目的に、各専攻の

特色に応じた科目を配置している。 

「発展科目」(児童教育専攻・：10 科目 15 単位、スポーツ教育専攻・：6 科目 11 単位、英語

単位数

思考力の養成 5科目5単位

表現力の養成 6科目6単位

人間力の養成 4科目4単位

社会力の養成 6科目6単位

人間の理解 4科目8単位

社会の理解 4科目8単位

基幹科目 11科目22単位

展開科目 101科目172単位

発展科目 10科目15単位

関連科目 19科目31単位

実習科目 23科目33単位

研究科目 4科目6単位

基礎教育科目

専門教育科目

科目区分
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教育専攻・：6 科目 11 単位)は、これからの教育活動を担う職業人としての資質能力の向上に

向けて、現代の学校教育を取り巻く課題に対応するための知識や能力とともに、学習指導や

授業実践に関する理論と実践の関係について理解を深め、体験的な学修を通して教育活動

を総合的に実践する応用能力を修得するために、「チーム学校論」や「授業実践演習」など

を配置している。 

「関連科目」(児童教育専攻：19 科目 31 単位、スポーツ教育専攻：19 科目 31 単位、英

語教育専攻：19 科目 31 単位)は、教育を実践する上で問題の解決や改善に資するために、

教育学との関連性が深い心理学や地域スポーツ教育、健康教育に関する知識を修得するた

めに、「心理療法概論」等の心理学に関する科目、ならびに「健康づくりの理論と方法」等

の地域スポーツ教育や健康教育に関する科目を選択科目として配置している。 

「実習科目」(児童教育専攻・：18 科目 26 単位、スポーツ教育専攻・：9 科目 12 単位、英語

教育専攻・：7 科目 10 単位)は、講義や演習で修得した知識と技能を実践の場面に適用し、理

論と実践を結びつけて総合的に応用するとともに、教育実践に必要とされる知識と技術の

統合を図り、実務を行うための実践的な手法を修得するために、各種体験活動や免許ごとの

教育実習、教職実践演習等を選択科目として配置している。 

「研究科目」(児童教育専攻・：4 科目 6 単位、スポーツ教育専攻・：4 科目 6 単位、英語教育

専攻：4 科目 6 単位)は、教育学研究に関する研究意識と基礎的な調査技法などの研究能力

を修得するとともに、各自の研究課題に則した研究計画を設定し、資料収集や分析、報告、

意見交換などを繰り返しながら卒業論文を作成して教育に関する諸課題を探求するために、

「教育学研究法Ⅰ」「教育学研究法Ⅱ」「卒業研究Ⅰ」「卒業研究Ⅱ」を必修科目として配置

している。 

 本学では以上の教育課程編成の方針に示された基本的な方向性を踏襲しつつ、今回の収

容定員変更を視野に入れて引き続き安定した運用を行っていく。収容定員変更に先立ち、本

学では既に令和 7(2025)年度より、開学以来特色としてきた教育課程の充実に努めている。

具体的には、以下の 2 つの追加点を全学的取組とすることで教育課程の拡充を行っている。 

 

追加点① 「学校体験活動」及び「インターンシップ」関連科目の新設 

本学は平成 30(2018)年の開学以来、教育委員会や地域の学校と連携し、学生が教育現場

で学ぶ機会を提供してきた。令和元(2019)年には高崎市教育委員会、令和 5(2023)年には伊

勢崎市教育委員会、令和 6(2024)年には群馬県教育委員会と覚書を締結し、学校現場のニー

ズに応じた授業補助や行事運営などを実施する体制を整備してきた。 
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こうした地域連携の基盤を活かし、令和 7(2025)年度からは教育現場での実践機会をさら

に拡充するため、「関連科目」に「「インターンシップⅠ」(2年前期)、「インターンシップⅡ」

(3年前期)を、「実習科目」に「「初等中等学校体験活動 A」(1年前期)、「初等学校体験活動 A」

(1 年前期)、「初等中等学校体験活動 B」(3 年後期)、「初等学校体験活動 B」(3 年後期)を新

設する【資料 10】。1 年次前期の「学校体験活動 A」で教育現場の基礎的な理解を深め、2

年次前期・3 年次前期の「インターンシップⅠ」「インターンシップⅡ」で実務的な経験を

積み、3年次後期の「「学校体験活動 B」で応用的な実践力を養う。このような段階的なカリ

キュラムにより、学生は現場経験を重ねながら体系的に実践力を高め、4年次の教育実習へ

のスムーズな移行を実現する。 

また、「学校体験活動 A「・B」で修得した単位を教育実習の単位として認めることで、教育

実習期間を現行の 3 週間から 2 週間に短縮する一方、1 年次からの積み重ねによる実践経

験を基に、実習の質を維持し、質の高い学びを確保する。この取組によって地域との連携を

一層強化するとともに、4年間を通じて実践的な学びを深める教員養成カリキュラムを確立

していく。 

 

追加点② 留学関連科目の新設 

 本学は令和 5(2023)年度に、教育学部生に特化した留学プログラムを開始した。このプロ

グラムでは、留学先での授業観察や授業補助、授業実践といった教育現場での英語体験を中

心に、現地学生との交流や地域ボランティア活動を組み合わせることで、教育者としての視

野を広げ、実践力を養う多面的な学びを提供してきた。 

令和 7(2025)年度からは、この留学プログラムを「「関連科目」として正式に位置づけ、学

びを単位化することで教育課程に組み込み、体系化する【資料 10】。「English and Global 

Teaching」は留学準備段階での基礎力養成を担い、「英語コミュニケーションⅠ・Ⅱ・Ⅲ・

Ⅳ」は留学中及び留学後の学修成果を評価する役割を果たす。これにより、留学プログラム

全体が教育課程と一貫性を持って連動し、単なる体験を超えた学びとして位置づけられる。 

また、英語教育専攻の新設を契機に、専門的な英語教育のニーズに応えるべく、留学期間

を現行の 3 週間から 4 週間に延長し、協定校との連携を強化する。これにより、授業参加

や教育現場での実践活動をさらに充実させるとともに、専門性に基づいた学びの深化を図

る。この取組を通じて、教育学部に特化した独自の留学プログラムをさらに発展させ、国際

的な視野と実践力を備えた次世代の教育者を育成する。 
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(2)教育学科 スポーツ教育専攻 

このたび収容定員の変更を行うスポーツ教育専攻は、体育・・スポーツに関する専門的な知

識を統合的に理解し、応用することができる人材を養成することを目的としている。令和

8(2026)年度においてスポーツ教育専攻で取得可能な免許及び資格は(表 3)のとおりである。 

 

表 3 スポーツ教育専攻において取得可能な免許・資格 

 

 

また、スポーツ教育専攻では教育課程を・「基礎教育科目」と・「専門教育科目」の 2 つに区

分し、以下のように編成の方針(カリキュラム・ポリシー)を定めている。 

 

1. 体育・スポーツ教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育

科目」を設置し、専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。 

2. 体育・・スポーツ教育に関わる理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員

に求められる資質能力を修得させるために・「専門教育科目」の中に・「基幹科目」を

設置し、体育・スポーツ教育者として主体的に判断して行動することができるよ

うに教育する。 

3. 体育・スポーツ教育現場において必要な生徒理解、教育相談、体育教科について

の専門的知識及び技能を修得させるために「専門教育科目」の中に「展開科目」

備考

中学校教諭一種免許状(保健体育)
高等学校教諭一種免許状(保健体育)

所定の科目の単位修得によって資格取得の
ための講習が免除となり、認定試験の受験

資格の取得が可能
所定の科目の単位修得によって資格取得の

ための講習が免除となり、レポート課題を
協会に提出することで取得可能

同上
同上

所定の科目の単位修得後に申請書類を提出
することで取得可能

令和7(2025)年度より取得可能

免許・資格名

キャンプインストラクター

中高老年期運動指導士
子ども身体運動発達指導士

スポーツインストラクター

健康運動指導士

日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格
　アシスタントマネジャー

　コーチ1(レスリング)

教員免許状

日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格

　コーチ1(サッカー、バレーボール)
日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格

日本サッカー協会Cライセンス
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を設置し、体育・スポーツ教育現場で教育活動を実践することができるように教

育する。 

4. 体験的学習や研究を通して体育・スポーツ教育現場における実践力と課題解決能

力、創造的探究能力を修得させるために・「専門教育科目」の中に・「実習科目」「研

究科目」を設置し、使命感と責任感をもって体育・・スポーツ教育活動の実践に活か

すことができるように教育する。 

5. 体育・スポーツ教育及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために

「専門教育科目」の中に・「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献する

ことができるように教育する。 

 

これらの教育課程の編成方針(カリキュラム・ポリシー)を踏まえ、本学では下記のとお

り、基礎教育科目、専門教育科目にそれぞれ６つの科目区分を設けている(表 4)。 

 

表 4 スポーツ教育専攻における科目区分、開講科目数及び単位数 

 

 

 基礎教育科目は、教育学科の共通開講科目となっているため、教育学科内で同様である。 

 専門教育科目は、「基幹科目」「展開科目」「発展科目」「関連科目」「実習科目」「研究科目」

の 6 つの科目区分から編成されている。 

単位数

思考力の養成 5科目5単位

表現力の養成 6科目6単位

人間力の養成 4科目4単位

社会力の養成 6科目6単位

人間の理解 4科目8単位

社会の理解 4科目8単位

基幹科目 9科目18単位

展開科目 33科目59単位

発展科目 6科目11単位

関連科目 19科目31単位

実習科目 9科目12単位

研究科目 4科目6単位

科目区分

基礎教育科目

専門教育科目
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 ・「基幹科目」(9 科目 18 単位)は、体育・・スポーツ教育の理念、歴史、思想、制度を体系的

に学修する上で必要となる教育学分野の主要な領域の内容及び方法に関する基本的知識の

修得を目的として、「人間形成論」や・「道徳教育論」「教育学概論(中・・高)」などを配置して

いる。 

 ・「展開科目」(33 科目 59 単位)は、体育・・スポーツ教育の現場において必要な体育学の諸

領域に関する専門的知識及び技能の修得を目的として、「中等教科教育法Ⅰ・Ⅱ(体育)」や

「学校保健(小児保健・・精神保健・・学校安全及び救急処置を含む)」「運動学・・運動方法学」な

どを配置している。 

 ・「発展科目」(6 科目 11 単位)及び・「関連科目」(19 科目 31 単位)は、体育・・スポーツ教育

及び関連分野の基礎的理論と専門的知識の修得を目的として、「学校・・学級経営」や・「医学・・

スポーツ医学」「発育・発達論」などを配置している。 

 ・「実習科目」(9 科目 12 単位)及び・「研究科目」(4 科目 6 単位)は、体験的学習や研究を通

して体育・・スポーツ教育の現場における実践力と課題解決能力、創造的探究能力の修得を目

的として、「健康体験実習」や・「中等教育実習(中・・高)」「卒業研究Ⅰ・・Ⅱ」などを配置して

いる。 

このたびの収容定員変更では、上記カリキュラムの変更は行わない。令和 7(2025)年度か

らは、日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格の「コーチ 1(レスリング)」も取得が可能

となる。また、他の免許・・資格についてはこれまでと同様に取得することが可能となってい

る。これらの免許・・資格の取得は、群馬県、高崎市、前橋市、伊勢崎市、伊勢崎市教育委員

会、群馬県スポーツ協会及び株式会社ザスパから提出された要望書【資料 3】【資料 5】に

おいても強く求められており、地域におけるニーズにも対応したものである。 

 以上のようにスポーツ教育専攻では、今回の収容定員変更に伴うカリキュラムの変更は

行わず、現行と同様の教育水準を担保していく。今後も本学の人材養成・・教育研究上の目的

に基づき、適切な教育課程の編成や教員組織の充実に努め、教育のさらなる質的向上を図っ

ていくこととする。 

 

(3)教育学科 英語教育専攻 

このたび新設することとなる英語教育専攻は、英語教育に関する専門的な知識を統合的

に理解し、応用することができる人材を養成することを目的としている。令和 8(2026)年度

において英語教育専攻で取得可能な免許及び資格は(表 5)のとおりである。 
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表 5 英語教育専攻において取得可能な免許・資格 

 

 

 また、英語教育専攻では教育課程を「基礎教育科目」と「専門教育科目」の 2 つに

区分し、以下のように編成の方針(カリキュラム・ポリシー)を定めている。 

 

1. 英語教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために・「基礎教育科目」を設置

し、専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。 

2. 英語教育に関わる理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求められ

る資質能力を修得させるために・「専門教育科目」の中に・「基幹科目」を設置し、英

語教育者として主体的に判断して行動することができるように教育する。 

3. 英語教育現場において必要な生徒理解、教育相談、英語教科についての専門的知識

及び技能を修得させるために・「専門教育科目」の中に・「展開科目」を設置し、英語

教育現場で教育活動を実践することができるように教育する。 

4. 体験的学習や研究を通して英語教育現場における実践力と課題解決能力、創造的探

究能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」を設

置し、使命感と責任感をもって英語教育活動の実践に活かすことができるように教

育する。 

5. 英語教育及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために・「専門教育科

目」の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することができる

ように教育する。 

 

これらの教育課程の編成方針(カリキュラム・ポリシー)を踏まえ、本学では下記のとお

り、基礎教育科目、専門教育科目にそれぞれ６つの科目区分を設けている(表 6)。 

 

 

 

 

中学校教諭一種免許状(英語)

高等学校教諭一種免許状(英語)

免許・資格名

教員免許状
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表 6 英語教育専攻における科目区分、開講科目数及び単位数 

 

 

基礎教育科目は、教育学科の共通開講科目となっているため、教育学科内で同様である。 

 専門教育科目は、「基幹科目」「展開科目」「発展科目」「関連科目」「実習科目」「研究科

目」の 6 つの科目区分から編成されている。 

 ・「基幹科目」(9 科目 18 単位)は、英語教育の理念、歴史、思想、制度を体系的に学修する

上で必要となる教育学分野の主要な領域の内容及び方法に関する基本的知識の修得を目的

として、「人間形成論」や「道徳教育論」「教育学概論(中・高)」などを配置している。 

 ・「展開科目」(29 科目 46 単位)は、英語教育の現場において必要な英語学の諸領域に関す

る専門的知識及び技能の修得を目的として、「中等教科教育法Ⅰ・・Ⅱ・・Ⅲ・・Ⅳ(英語)」や・「英

語学概論Ⅰ・Ⅱ」「異文化理解」などを配置している。 

 ・「発展科目」(6 科 11 単位)及び・「関連科目」(19 科目 31 単位)は、英語教育及び関連分野

の基礎的理論と専門的知識の修得を目的として、「学校・・学級経営」や・「授業実践演習」、「発

育・発達論」などを配置している。 

 ・「実習科目」(7 科目 10 単位)及び・「研究科目」(4 科目 6 単位)は、体験的学習や研究を通

して英語教育の現場における実践力と課題解決能力、創造的探究能力の修得を目的として、

「初等中等学校体験活動 A・B」「中等教育実習(中・高)」「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」などを配置し

ている。 

 以上のように英語教育専攻では、新設に伴って新たにカリキュラム策定し、既設組織と

単位数

思考力の養成 5科目5単位

表現力の養成 6科目6単位

人間力の養成 4科目4単位

社会力の養成 6科目6単位

人間の理解 4科目8単位

社会の理解 4科目8単位

基幹科目 9科目18単位

展開科目 29科目46単位

発展科目 6科目11単位

関連科目 19科目31単位

実習科目 7科目10単位

研究科目 4科目6単位

科目区分

基礎教育科目

専門教育科目
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同様の教育水準を担保していく。今後も本学の人材養成・ 教育研究上の目的に基づき、適切

な教育課程の編成や教員組織の充実に努め、教育のさらなる質的向上を図っていくことと

する。 

 

(イ) 教育方法及び履修指導方法の変更内容 

今回の収容定員変更に係る全学ならびにスポーツ教育専攻における教育方法及び履修指

導方法の変更内容について、以下の 4点のとおり説明する。 

 

(1) 履修制度について 

 本学は、欧米等の海外における諸大学にも通用しうる成績評価制度として GPA(Grade 

Point Average)を採用しており、個々の学生が主体的かつ充実した学修成果を上げることを

目的として制度の厳格な運用に努めている。また、単位の実質化を図るために各学年にわた

り履修単位の上限を定める CAP制度を設けている。各学期において登録可能な単位の上限

を 26単位、年間 44単位と定めることで、学修の質の担保と向上を図っている。 

 こうした GPA制度ならびに CAP制度は、本学の履修制度の基盤となっており、収容定

員変更後も支障なく持続可能であることから、今回の収容定員変更にあたっても引き続き

厳格な運用を行っていく。 

 

(2) キャリア 学修支援体制について 

 本学では、学生のキャリアに対するきめ細やかな指導を行うための専属組織として「キ

ャリアサポート室」を設置している。ここには職員 2人が常在しており、就職に関する情

報提供や学生からの相談、面接指導などを定期的に実施している。キャリアサポート室

は、学生へのキャリア指導を積極的に行うと同時に、学生の就職状況を一元化して集約 

管理するための本学におけるキャリア支援のハブ組織として機能している。 

また、これに併せて教職課程に関係する学修支援を目的とした「教職 実習サポート

室」を設置している。教職 実習サポート室では、合計 3人の職員が教職課程に関する学

生からの相談対応や、学校への教育実習及び体験実習の情報提供 集約を行っている。こ

うしたキャリア 学修支援体制は、収容定員変更後も今までどおり持続的に運用していく

予定である。ただし収容定員変更後、学生のニーズの高まりや必要性に応じて各部署にお

ける職員の配置数を見直すなど、これまでどおりの学生支援の質を維持できるよう引き続

き努めていく。 
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(3) 教育方法について 

 教育学部教育学科スポーツ教育専攻の特色は、体育・スポーツの教育現場に求められる

幅広い教養的知識と教育に関する専門的知識や技能を習得させ、体育・スポーツの教育現

場で求められる教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づ

いて応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目指しているところに認められる。この

ような人材を養成するために、スポーツ教育専攻では初年次に教育学の基礎を習得するた

めの科目を配置している。教育に関する広範な基礎力を身につけた上で 2 年次以降には体

育・スポーツに関する専門的な知識を統合的に理解し、応用することのできるよう科目を

配置している。 

教育学部教育学科英語教育専攻の特色は、英語教育の現場に求められる幅広い教養的知

識と教育に関する専門的知識や技能を習得させ、英語教育の現場で求められる教養基盤に

支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展

開できる人材の養成を目指しているところに認められる。このような人材を養成するため

に、英語教育専攻では初年次に教育学の基礎を習得するための科目と初年次から英語に触

れる機会を多く作るために英語コミュニケーションに関する科目を配置している。教育に

関する広範な基礎力と英語コミュニケーションの基礎力を身につけた上で、2 年次以降には

英語学に関する科目や英語文学に関する科目から、英語教育の 4 技能についての専門的な

知識を統合的に理解し、教育現場で応用する力を習得できるよう科目を配置している。 

教育学部教育学科の入学定員を 150 人から 200 人へと変更することに伴い、教員を増員

する。 

また、収容定員の増加に伴い、各科目における履修者数の増加が予想される。教育学部教

育学科では現在でも履修者数が多い科目を対象にして、授業形態に則った教育目的を効果

的かつ確実に達成するために複数開講により履修者を分散し、学生の専門的な学びを確保

している。そのため収容定員変更後にも特定の科目の履修者が過剰となる場合には、これま

でと同様に同一科目の複数開講や前後期両学期での開講を行うことで履修者を分散し、適

正な人数規模での授業運営となるよう調整を行っていく。なお、こうした本学の取組は令和

6(2024)年度前期「授業改善のための学生アンケート」の結果を踏まえても高い評価を得て

いることがわかる。表 7 には授業の内容や進め方などの教育方法に関する設問に対して科

目区分毎に学生からの評価がまとめられているが、そこでは・「講義科目」「演習科目」「実技

科目」「実習科目」の全てにおいて 5 段階評価で 4 以上の評価であり、総じて良好な状態で

あることを確認することができる。 
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また、令和 6(2024)年度「学生満足度調査」(回収率 82.8%)をみても、授業や教員に関する

項目の結果は表 8 のとおりほとんどの項目において 5 段階評価で 3.5 以上の評価であり、

総じて良好な数値となっている。 

 

表 7 令和 6(2024)年度前期「授業改善のための学生アンケート」結果(平均値) 

 

 

表 8 令和 6(2024)年度「学生満足度調査」結果(平均値) 

 

 

講義科目 演習科目 実技科目 実習科目

シラバスの明確性 4.5 4.6 4.3 4.6

教師の熱意 4.6 4.6 4.2 4.6

説明の明確性 4.4 4.6 4.1 4.6

フィードバック 4.4 4.6 4.3 4.7

教育方法（資料等） 4.5 4.6 4.5 4.6

課題の量が適切 4.5 4.6 4.0 4.6

項目 得点

興味を持てる授業が多い 3.6

将来の進路に役立てる授業が多い 4.0

資格取得に役立ちそうな授業が多い 4.0

受講して良かったと思う授業が多い 3.8

学習意欲や興味を引き立てる授業が多い 3.6

学問分野の専門家として優れた教員が多い 4.0

教育や指導に熱意をもっている教員が多い 3.9

人間的に魅力があり、尊敬できる教員が多い 3.8

キャリア対策のための支援や指導を行う教員が多い 3.9

課外活動に対する理解や支援を行う教員が多い 3.8

オフィスアワーの設定は適切である 3.8

クラス（ゼミ）担任の指導に満足している 4.2
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以上のことから、収容定員変更後もこれまでどおり学生の個に応じた指導や課題へのフ

ィードバック等を丁寧に行うことが可能である。なお、現時点でも上記の複数開講の科目に

対しては、定期試験において担当教員のみではなく教務委員会委員が補助試験官として立

ち合い、厳正に定期試験が実施できるように支援する体制も整えている。 

次にゼミ指導について、収容定員変更後の取組を述べる。本学はこれまで各学年において

約 6 人の学生ごとにゼミ担任 1 人を置き、個々の学生に対する入学から卒業までの履修指

導や就学、学生生活の支援を含めた少人数教育の体制を確保してきた。特に令和 4(2022)年

度以降の教育課程においては、表 9 のとおり全学年にゼミ担任を配置することで 4 年間を

通した切れ目ない学生支援の体制を整えている。 

具体的には、1年次に「 基礎ゼミⅠ「 Ⅱ」を設けることで、大学での学修を順調に進める

ための基本的なアカデミックスキルに関する指導と全般的なキャリア支援を行っている。

また 2年次の「 総合ゼミⅠ「 Ⅱ」は、具体的なキャリアの方向性と卒業研究へ向けたスキル

アップを目的として設定している。その後に 3年次の「 教育学研究法Ⅰ「 Ⅱ」、4年次の「 卒

業研究Ⅰ Ⅱ」では、1 2 年次の学習を基盤として教育学研究に関する研究意識と基礎的

な調査技法などの研究能力を 2 年間かけて習得するとともに、各自の研究課題に即した研

究計画を設定し、資料収集や分析、報告、意見交換などを繰り返しながら卒業論文を執筆す

る。これらの科目を通してゼミ担任が学生生活や受講状況、進路状況などの把握をきめ細か

く行うことが可能となっている。 

また、学生の授業への出欠状況は学務システム(Active Academy)により管理されている

ため、出席状況が芳しくない学生に対してはゼミ担任が早急に対応できるようになってお

り、必要に応じて二者面談、三者面談、保護者への電話連絡等を行っている。これらのゼミ

による学生の個別指導体制の効果については、上掲表 8の「 学生満足度調査」において、ク

ラス(ゼミ)での指導が 4.2点となっていることにも裏付けられている。 

 以上の理由から、収容定員変更後にも現状の適切な教育方法を維持していくことで、現

状と同等の教育水準を十分に担保できる。 
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表 9 担任業務を兼ねる科目の詳細 

 

 

(4) 履修指導方法について 

本学では学生の関心や取得希望免許・資格に合わせた履修指導及び進路指導を行うため

に、年度の初めに全学生に対してオリエンテーションとして履修ガイダンスならびにゼミ

担任による個別の修得単位と履修登録の確認を実施している。また、令和 5(2023)年度以降

は全学生に対して後期授業開始時に履修指導を行っている。 

また、令和 4(2022)年度以降の教育課程では、全学年においてゼミ担任を配置することで

4 年間を通した切れ目ない履修指導と学生の支援の体制を整えている。また、全教員が・「オ

フィスアワー」を週 2 回(各 90 分)設けることで、学生が教員に対して直接に学業や学生生

活に関する質問や相談を行うことが可能な機会を設けている。オフィスアワーの時間につ

いては、掲示板及びメールで学生への周知を図っている。また、非常勤講師については、休

み時間等の時間を利用して、専任教員と同様に学生からの相談に応じる体制を設けている。 

今回の収容定員変更に伴い、各学年のゼミにおける学生数の増加が予想される。本学では、

専攻別にゼミを分けるのではなく、教育学部教育学科の教員が専攻を問わず全学年を担当

している。現在、1 年生の「基礎ゼミⅠ・Ⅱ」での 1 ゼミあたりの学生数は 7～8 人、2 年

生の・「総合ゼミⅠ・・Ⅱ」では 5～6 人、3・・4 年生の・「教育学研究法Ⅰ・・Ⅱ」、・「卒業研究Ⅰ・・

Ⅱ」では 5 人となっている(表 10)。収容定員変更後も、ゼミの規模は維持されるよう基幹

教員を増員する。 

各学年でゼミを担当している教育学部教育学科の教員を現行の 22 人から、令和 7(2025)

年度には計 23 人、令和 8(2026)年度には計 25 人、令和 9(2027)年度には計 27 人、令和

10(2028)年度には計 28 人に変更する。教員の増員が完了する令和 10(2028)年度以降は、1

年生の「基礎ゼミⅠ・Ⅱ」での 1 ゼミあたりの学生数は 6～7 人、2 年生の「総合ゼミⅠ・

学年 開講時期 科目名 科目区分 必修・選択

前期 基礎ゼミⅠ 基礎教育科目 必修

後期 基礎ゼミⅡ 基礎教育科目 必修

前期 総合ゼミⅠ 基礎教育科目 必修

後期 総合ゼミⅡ 基礎教育科目 必修

前期 教育学研究法Ⅰ 研究科目 必修

後期 教育学研究法Ⅱ 研究科目 必修

前期 卒業研究Ⅰ 研究科目 必修

後期 卒業研究Ⅱ 研究科目 必修

1年次

2年次

3年次

4年次
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Ⅱ」では 6～7人、3・ 4年生の・ 教育学研究法Ⅰ・ Ⅱ」、・ 卒業研究Ⅰ・ Ⅱ」では 5～7人と

なっている(表 10)。このようにして収容定員変更後も現在と同様のきめ細やかな学生支援

及び履修指導の体制を維持していく。 

 

表 10 令和 6(2024)年度以降の学生指導体制 

 

※令和 6(2024)年度 1年生学生数は令和 6(2024)年 5月 1日現在 

 

(ウ) 教員組織の変更内容 

令和 6(2024)年 5月 1日現在、本学の教員組織は専任教員 22人(教授 10人、准教授 6人、

講師 6人)を配置している。令和 6年度から認可された収容定員の変更に伴い、スポーツ教

育専攻の専任教員数を令和 7(2025)年に 1 人追加する。また、今回の収容定員の変更に伴

い、スポーツ教育専攻の基幹教員を令和 9(2027)年度に 1人、令和 10(2028)年度に 1人、

英語教育専攻の基幹教員を令和 8(2026)年に 2 人、令和 9(2027)年に 1 人増員していく(表

11)。教員の新規採用にあたっては、基幹教員の専門領域、年齢、保有学位、教歴のバラン

スを考慮し、十分な教育効果を上げることができるようにする。また、今回計画している収

容定員数と教員数の S/T比率は 28.5であり、定員変更前の令和 6(2024)年 5月 1日現在の

数値(23.5)と同等の水準を保っている。 

したがって、今回の収容定員の増員に伴う教員組織の変更によって、本学の特色の一つ

である少人数指導の体制は保持され、従来と同様の教育研究体制を維持することができる。 

 

 

 

 

 

学生

数

教員

数

1ゼミ

学生

数

学生

数

教員

数

1ゼミ

学生

数

学生

数

教員

数

1ゼミ

学生

数

学生

数

教員

数

1ゼミ

学生

数

学生

数

教員

数

1ゼミ

学生

数

学生

数

教員

数

1ゼミ

学生

数

基礎ゼミⅠ

基礎ゼミⅡ

総合ゼミⅠ

総合ゼミⅡ

教育学研究法Ⅰ

教育学研究法Ⅱ

卒業研究Ⅰ

卒業研究Ⅱ

科目
学年
配当

7.1

5.4 200

200

1735.0

25 6.9 150

4.723109 126 25 7.12827 6.4

28

28150

5.6 2002723 1735.5 28 7.1

28 7.1 200 28 7.1

7.1282007.1282007.427

6.5 200 25 8.0 200 27 2007.4

2006.025

23

23 7.5 150

22

22 1735.7

22

22

7.9 1501年

2年

3年

4年

173

126

109

109 5.0

5.0 126

R11(2029)R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028)



 

－設置の趣旨(本文)－22－ 

表 11 本学における基幹教員数 

 

 

 

(エ) 大学全体の施設 整備の変更内容 

今回の収容定員変更に際して、大学全体の施設・ 設備の変更は行わない。群馬県高崎市に

所在する本学のキャンパスは、校地面積 50,453㎡(大学設置基準第 37条による必要校地面

積は 8,000.00㎡)、校舎面積 11,212.7㎡(大学設置基準第 37条の 2による必要校舎面積は

4,958.0㎡)の規模を持ち、両者ともに教育運営上、余裕を持った整備を行っている。 

校舎等施設については教室、研究室、図書館、医務室、事務室等、大学設置基準第 36条

に規定する教育研究に必要な施設を備えている。また、令和 8(2026)年度から完成年度であ

る令和 11(2029)年度までに、スポーツ教育専攻と英語教育専攻、合わせて 5 人の教員を増

員する予定であるが、現時点でその 5人分の研究室は既に確保されている。さらに、教室稼

働率は令和 6(2024)年度の実績で、育英大学と育英短期大学の共同使用において、前期・ 後

期ともに平均 44.0%となっている。このため、収容定員が増加した後も、現在と同等の学修

環境を確保することが可能である。 

運動場用地は 15,171.2㎡を有しているほか、2つの体育館(計 2826.0㎡)やトレーニング

ルーム等が設けられていることから、大学設置基準第 35条に定める運動場等も整備されて

いる。また、同基準に定める講堂については有していないものの、体育館がその代替として

同等の機能を果たしており、各種式典やオリエンテーションなどの開催に利用している。 

 図書館面積は、576.5㎡の広さを有し、ラウンジ、ホール、ロッカー室、書庫、事務室等

が設置されている。さらに、図書や AV資料、学術雑誌、電子ジャーナル等、教育研究に必

要な資料を備えている。また、同一キャンパス内にある育英短期大学では、平成 14(2002)

年に英語科を改組し、現代コミュニケーション学科を設置した。その中で、国際理解・ ツー

リズムコースがその後継として位置づけられている。このような流れを受け、四年制大学の

R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028) R11(2029)

教員数 教員数 教員数 教員数 教員数 教員数

児童教育 10 10 10 10 10 10

スポーツ
教育

12 13(+1) 13 14(+1) 15(+1) 15

英語教育 2(+2) 3(+1) 3 3

22 23(+1) 25(+2) 27(+2) 28(+1) 28合計

学部 学科 専攻

教育 教育
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設置を視野に入れた英語系書籍の整備が進められ、現在、和書・ 洋書合わせて約 5,000冊の

蔵書を保有している。英語教育専攻を設置した場合も、これまでと同様の水準で書籍の整備

を進めていく予定である。また、令和 4(2022)年 10 月には教員からの要望を踏まえ、それ

までの・ ProQuest」から・ JSTOR」へ契約を変更し、これにより教育・ 研究に必要な学術

論文や資料へのアクセスが一層充実し、教員や学生がより効率的に学びと研究を進める環

境が整備された。さらに、図書館内には 110席の学習スペースを用意しており、現在、授業

期間の 1日あたりの平均入館者数は 60人ほどであることから、収容定員変更後も学習スペ

ースが不足することはなく、現在と同等の環境を提供することが可能である。 

 同一施設内に設けている・ アクティブラーニングスペース」は常時開放しており、課外学

習のためのラーニングスペースとして多くの学生に活用されている。また、自習以外にも、

教員採用試験対策講座、公務員試験対策講座など、学生の様々なニーズに応じた講座が開催

されている。さらに、読書会や英会話教室のための活用や、図書館運営委員会によるビブリ

オバトルの開催など多彩な活用がなされており、今後もこれらの学修支援機能の更なる充

実を図っていく。この他にもキャンパス中央に位置する・ ラウンジ」も同様に、学生の交流

場所として活用されており、本学は大学設置基準第 34条に規定する教員と学生、学生同士

の交流や休息の場を有している。 

以上のように、本学は校地・ 校舎及びその他の施設・ 設備において、学生間や学生と教職

員等との間の交流が十分に行える環境を整備している。また、教育研究に必要な学術情報や

資料を提供するための体制を有し、大学設置基準を満たすだけでなく、教育、学修支援機能

の充実に努め、多様な学生のニーズに対応できる環境を整えている。これにより、学生一人

ひとりの成長を支えるとともに、質の高い教育研究活動を実現する体制が確立されている。

なお、令和 8(2026)年度に同キャンパス内の育英短期大学保育学科の入学定員を 170人から

130人(40人減少)へ変更する予定である。このことを踏まえるならば、今回の学則変更に伴

う施設 設備の変更を行わなくとも、定員変更前と同等の教育内容や環境は十分に確保す

ることが可能である。 
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学則の変更の趣旨等を記載した書類（資料） 
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【資料1】 「義務教育 9 年間を見通した教科担任制の在り方について(報告)」 
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義務教育９年間を見通した指導体制の在り方等に関する検討会議  「義務教育 9 年間を見通した教科担任制の在り

方について (報告 )」  令和３年７月  p. 6, 8 

https://www.mext.go.jp/content/20210729-mxt_zaimu-000015519_1.pdf 
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【資料2】 「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関す

る総合的な方策について(審議のまとめ)」 
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中央教育審議会初等中等教育分科会 質の高い教師の確保特別部会  「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教

師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について (審議のまとめ )」  令和 6 年 5 月 13 日 p. 34, 35 

https://www.mext.go.jp/content/20240524-mxt_zaimu-000035904_1.pdf 
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【資料3】 群馬県、高崎市、前橋市、伊勢崎市及び伊勢崎市教育委員会から本学に提出さ

れた意見書 

群馬県 
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高崎市 
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前橋市 
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伊勢崎市 
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伊勢崎市教育委員会  
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【資料4】 「学校部活動及び新たな地域スポーツクラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」  

 

文化庁・スポーツ庁  「学校部活動及び新たな地域スポーツクラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」  令和 4 年 12 月  

https://www.mext.go.jp/sports/content/20221227-spt_oripara-000026750_1.pdf 
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【資料5】 群馬県スポーツ協会及び株式会社ザスパから寄せられた意見書  

公益財団法人 群馬県スポーツ協会 
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株式会社 ザスパ 
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【資料6】 「義務教育 9 年間を見通した教科担任制の在り方について(報告)」 

 



－設置の趣旨(資料)－15－ 

 

義務教育９年間を見通した指導体制の在り方等に関する検討会議  「義務教育 9 年間を見通した教科担任制の在り

方について (報告 )」  令和 3 年 7 月  p. 6, 7 

https://www.mext.go.jp/sports/content/20221227-spt_oripara-000026750_1.pdf 
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【資料7】 群馬県学校人事課「令和 6 年度採用  群馬県公立学校教員選考試験合格者状況」 

 

 

群馬県学校人事課「令和 6 年度採用  群馬県公立学校教員選考試験合格者状況」   p. 2 

https://www.pref.gunma.jp/uploaded/attachment/611470.pdf  
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【資料8】 文部科学省「令和 6 年度公立学校教員採用選考試験の実施状況（令和 6 年 12 月

26 日公表） 
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文部科学省「令和 6 年度公立学校教員採用選考試験の実施状況（令和 6 年 12 月 26 日 公表）  p. 18, 19, 26, 27  

https://www.mext.go.jp/content/20241226-mxt_kyoikujinzai01-000033218_22.pdf 
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【資料9】 教育課程等の概要（別記様式第 2 号（その 2 の 1） 

児童教育専攻  

 



－設置の趣旨(資料)－20－ 

 



－設置の趣旨(資料)－21－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－設置の趣旨(資料)－22－ 

スポーツ教育専攻 
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英語教育専攻  
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【資料10】 令和 7(2025)年度教育課程表(抜粋) 

 

 

別表第２（第３条、第25条関係）（抜粋）　

科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

１単位
当たり
の授業
時間数

授業
形態

必
　
修

選
　
択

心理療法概論 3前 15 講義 2

発育・発達論　 2前 15 講義 2

医学・スポーツ医学 2前 15 講義 2

栄養学・スポーツ栄養学 3後 15 講義 2

健康づくりの理論と方法 2後 15 講義 2

スポーツ指導法 2後 15 講義 2

運動プログラム管理 3後 15 講義 2

生活習慣病と身体運動 3後 15 演習 2

健康運動特講Ⅰ 3前 15 演習 2

生涯スポーツⅠ 1前 30 実技 1

生涯スポーツⅡ 1後 30 実技 1

生涯スポーツⅢ 2前 30 実技 1

English and Global Teaching 1後 15 演習 1

英語コミュニケーションⅠ 1後 15 演習 2

英語コミュニケーションⅡ 1後 15 演習 2

英語コミュニケーションⅢ 1後 15 演習 2

英語コミュニケーションⅣ 1後 15 演習 1

インターンシップⅠ 2前 30 演習 1

インターンシップⅡ 3前 30 演習 1

初等学校体験活動Ａ 1前 45 実習 1

初等中等学校体験活動Ａ 1前 45 実習 1

初等学校体験活動Ｂ 3後 45 実習 1

初等中等学校体験活動Ｂ 3後 45 実習 1

介護等体験活動 2前 30 実習 1

初等教育実習事前事後指導 4前 30 演習 1

初等教育実習 4前 30 実習 2

初等中等教育実習（小・中） 4前 30 実習 2

保育実習指導Ⅰ（保育所） 3後 30 演習 1

保育実習指導Ⅰ（施設） 3後 30 演習 1

保育実習Ⅰ（保育所） 3後 45 実習 2

保育実習Ⅰ（施設） 3後 45 実習 2

保育実習指導Ⅱ 4前 30 演習 1

保育実習Ⅱ 4前 45 実習 2

保育実習指導Ⅲ 4前 30 演習 1

保育実習Ⅲ 4前 45 実習 2

保育・教職実践演習（幼） 4後 15 演習 2

教職実践演習（小） 4後 15 演習 2

健康体験実習 1前 30 実習 1

中等教育実習事前事後指導 4前 30 演習 1

中等教育実習（中・高） 4前 30 実習 2

教職実践演習（中・高） 4後 15 演習 2

健康実践演習 4前 30 演習 1

実
　
習
　
科
　
目

関
　
　
連
　
　
科
　
　
目
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